


















































































































この広義の情報公開を “ 公開の裁量・義務 ” の軸に
より「情報提供施策」（裁量）と「情報公開制度」（義
務）に二分している。そして，この情報提供施策を
“ 対象者が特定・不特定 ” の軸により情報センター
施策（特定）と広報施策（不特定）とに分類してい
る３。また，堀部（1996：38-39）は広義の情報公開

























































入された PR（Public Relations）５のもと，GHQ の
幕 僚 部 局 で あ っ た CIE（Civil Information and 
表１　行政広報と広義の情報公開






































“ 府県統計書 ”（明治初期から太平洋戦争初期），“ 月


















































1952b, 1953a, 1953b, 1953c, 1954, 1955）および井出




































































































































































































































































































































































































































































































理念・本質 分　　類 情報類型 主な手法
（理念）
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